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平成28年4月1日から中小企業退職金共済法の一部改正に伴い、建退共制度が別紙1のとおり変更されます。 

その変更点の中で「退職金の支給要件の緩和」（別紙 1 のⅡ）について詳しい内容をご案内いたします。 

 

現在（平成28年3月31日まで）の退職金請求資格・・・ 

24月（約500日）以上の積み立てが必要。 

 

～ 今回の制度の変更で、次の点が緩和されました ～ 
 

    

12 月（約２５０日）以上の積み立てがあれば、受け取ることができる。 
 

 

但し、12 月（約２５０日）以上２４月（約５００日）未満で 

受け取る場合下記の点にご注意！ 
 

①退職金の受け取り額が掛金納付額の３～５割程度の額となります。（別紙 2を参照お願いします） 
 

 今回の支給要件の緩和は、何らかの事情で 24月（約500日）以上の積み立てができなくなった

場合の救済措置です。 

安易に請求をせず
．．．．．．．．

、これまでどおり 24月（約500日）以上の積み立てを目指していただき、

満額
．．

受け取られることをお勧めいたします。 

 遺族請求（本人が亡くなられた場合）の請求資格は、従来どおり 12月（約250日）以上で変更

はありません。金額も満額
．．

支払われます。 

 建退共の退職金は、長く積み立てるにつれ運用利益が大きくなり、受け取り金額に大きく反映

される仕組みですので、退職金の請求手続きは「建設業で働かなくなったとき」「自分で事業を

始めたとき」などにお願いします。   ※手帳に有効期限はございません。 

 

②この緩和措置の適用は平成28年4月1日以降に退職金請求事由が発生する方が対象となります。 

 

 

 

 

 

 

※今回の中退法の一部改正により、他にも予定運用利回りが引き上げられるなど、いくつか制度内容

の充実が図られています。いずれも平成28年4月1日以降の適用となります。 
 

ご不明な点がございましたら建退共長崎県支部（℡095-826-2285）迄お問い合わせください。 

※なお、このお知らせは平成28 年3 月8 日時点で建退共と契約が結ばれている共済契約者へ送付しています。 

長崎発 

「退職金請求事由発生年月日」が 
平成 28 年 4 月 1 日以降 


